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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 90,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら制限のない、
当社における標準となる株式です。
なお、単元株式数は100株となっております。

 

(注) １．本株式の発行については、平成29年５月12日開催の取締役会決議によるものであります。

２．振替機関の名称及び住所は次の通りです。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数(株) 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 90,000 79,200,000 39,600,000

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 90,000 79,200,000 39,600,000
 

(注) １．発行価額の総額を割当予定先に対して第三者割当の方法により割当てます。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の

額の総額であります。また、増加する資本準備金の額の総額は39,600,000円であります。

 

(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円) 資本組入額(円) 申込株数単位 申込期間 申込証拠金(円) 払込期日

880 440 100株 平成29年５月28日 ― 平成29年５月29日
 

(注) １．第三者割当の方法により行なうものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込場所に発行価額の総額

を払い込むものとします。

４．本有価証券届出書の効力発生後、上記株式の割当予定先から申込みがない場合には、当該株式に係る割当を

受ける権利は消滅いたします。

 

(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

五洋食品産業株式会社 福岡県糸島市多久819番地２
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(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社西日本シティ銀行　比恵支店 福岡市博多区東比恵四丁目２番５号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行新株予約権付社債(短期社債を除く。)】

 

銘柄

 
 

五洋食品産業株式会社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債(以下

「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみにかかる部分を「本

社債」、新株予約権のみにかかる部分を「本新株予約権」という。)

記名・無記名の別 無記名式とし、新株予約権付社債券は発行しない。

券面総額又は振替社債の総額(円) 金219,912,000円(新株予約権49個)

各社債の金額(円)

 
金4,488,000円の１種。なお、本新株予約権付社債は、左記各社債の金

額未満に分割できないものとする。

発行価額の総額(円) 金219,912,000円

発行価格(円)

 
各本社債の金額100円につき金100円。但し、本新株予約権と引換えに金

銭の払込みを要しないものとする。

利率(％) 年０％(無利息)とする。

利払日 該当事項なし

利息支払の方法 該当事項なし

償還期限 平成33年５月31日

償還の方法

 
 
 
 
 
 
 
 

１.本社債は平成33年５月31日に全額を額面金額100円につき金100円で

償還する。

２.当社は本社債の発行後、前号所定の期日までの間、本社債の所持者

が事前に書面で承諾した場合に限り、当該所持者が保有する本社債

を買入れて、本社債を消却することができる。かかる消却の場合、

当該本新株予約権付社債に係る本新株予約権は消滅する。

３.銀行休業日

償還すべき日又は利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるとき

は、その前銀行営業日に繰り上げる。

募集の方法

 
第三者割当の方法により、本新株予約権付社債の全部をNCB九州活性化

投資事業有限責任組合に割り当てる。

申込証拠金(円) 該当事項なし

申込期間 平成29年５月28日

申込取扱場所 五洋食品産業株式会社　本社

払込期日 平成29年５月29日とし、同日を新株予約権の割当日とする。

振替機関 該当事項なし

担保の種類 該当事項なし

担保の目的物 該当事項なし

担保の順位 該当事項なし

先順位の担保をつけた債権の金額 該当事項なし

担保の目的物に関し担権者に対抗する権利 該当事項なし

担保付社債信託法上の受託会社 該当事項なし
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担保の保証 該当事項なし

財務上の特約(担保提供制限)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１.当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予

約権付社債発行後、法令等による場合を除き、本新株予約権付社債

の一切の債務の支払いについて他の無担保債務(担保付債務のうち、

担保の換価処分後も回収不能となる債務を含む。)の支払いに劣後さ

せることなく、少なくとも同順位に取り扱う。

２.当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予

約権付社債発行後、他の債務のために担保提供(担保権の設定、特定

の資産に関する担保権設定の予約乃至特定の債務以外の債務の担保

に供しない旨の約定をいう。)を行う場合には、本新株予約権付社債

のためにも担保付社債信託法に基づき同様の担保権を設定する。但

し、公的制度融資等担保提供が義務付けられている融資に対する担

保提供、新規設備投資にかかる融資対象物件の担保提供、資産流動

化における担保提供は除く。

財務上の特約(その他の条項)

 
本新株予約権付社債には担保切替条項等その他一切の財務上の特約は付

されていない。
 

(注) １．社債管理者の不設置

本新株予約権付社債は、会社法第702条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設置されない。

２．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失する。

(１)当社が本社債について所定の元金又は利息の支払を怠ったとき。

(２)当社が租税公課を滞納して督促を受けたとき又は保全差押を受けたとき。

(３)当社が支払を停止したとき又は手形交換所の取引停止処分を受けたとき。

(４)当社の所有する資産に対して差押又は競売の申立があったとき。

(５)当社が破産手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始又は会社更生手続開始その他の倒産法制に規定

された手続きの申立をしたとき。

(６)当社につき破産手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始又は会社更生手続開始その他の倒産法制に

規定された手続きの申立がなされ、その決定又は開始の命令を受けたとき。

(７)当社がその事業の全部又は一部を休止し、若しくは廃止又は譲渡した等のため、本社債権者が本社債の

存続を不適当と認めたとき。

(８)当社が解散(合併の場合を除く。)の決議をしたとき。

(９)当社に本社債の債権保全を必要とする相当の事由が生じたとき。

(10)当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となったため、本社債権者が本社債の存続を

不適当と認めたとき。

(11)当社が「五洋食品産業株式会社　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の要領」に違反したとき。

(12)五洋食品産業株式会社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債引受契約書が解除されたとき。

３．本社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債権者に対して公告する場合は、当社の定款所定の方法によりこれを公告する。ただし、法令に別段の

定めがある場合を除き、公告の掲載に代えて各本社債権者に直接書面により通知する方法によることができ

る。

４．社債権者集会に関する事項

(１)本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間前に本社債の社

債権者集会を開く旨及び会社法第719条各号所定の事項を公告する。

(２)本社債の社債権者集会は福岡県においてこれを行う。

(３)本社債総額(償還済みの額を除く。)の10分の１以上を保有する本社債権者は、会議の目的たる事項及び

招集の理由を記載した書面を当社に提出して、本社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

５．償還金支払事務取扱者(償還金支払場所)

五洋食品産業株式会社　本社

福岡県糸島市多久819番地２

６．取得格付

格付は取得していない。
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(新株予約権付社債に関する事項)

新株予約権の目的となる株式の種類

 
 

当社普通株式

(完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株

式である。なお、当社の単元株式数は100株である。)

新株予約権の目的となる株式の数

 
 
 
 
 
 
 

249,900株

本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに

代えて当社の保有する当社普通株式を処分(当社普通株式の発行又は処分を以下

「交付」という。)する数は、行使請求に係る本新株予約権に係る本社債の払込

金額の総額を別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項記載の転換価額

(ただし、同欄第３項乃至第７項の定めるところに従い調整された場合は調整後

の転換価額)で除して得られる最大整数とする。ただし、行使により生じる１株

未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。
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新株予約権の行使時の払込金額

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る

本社債とし、当該本社債の価額はその払込金額と同額とする。

２. 転換価額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するに当たり

用いられる１株あたりの額(以下「転換価額」という。)は、880円とする。

３. 転換価額の調整

当社は、当社が本新株予約権付社債の発行後、第４項に掲げる各事由によ

り当社の発行済普通株式に変更を生じる場合又は変更を生ずる可能性があ

る場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転

換価額を調整する。

調整後

転換価額
＝

調整前

転換価額
×

既発行

株式数
＋

交付

株式数
×

１株当たりの

払込金額

交付株式交付前の

１株当たりの時価

既発行株式数＋交付株式数
 

４. 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価

額の適用時期については、次に定めるところによる。

(１)第６項第(２)号に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式

を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(た

だし、会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請

求)に基づく自己株式の売渡し、当社の発行した取得条項付株式、取得

請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。)の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使による場合を除

く。)。

調整後の転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられたと

きは当該払込期間の最終日とする。以下同じ。)の翌日以降又はかかる

発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

(２)当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てにより当社普

通株式を発行する場合。

調整後の転換価額は、株式分割のための基準日の翌日以降又は当社普

通株式の無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただ

し、当社普通株式の無償割当てについて、当社普通株式の株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以

降これを適用する。

(３)第６項第(２)号に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式

の交付と引換えに当社に取得され若しくは取得を請求できる証券又は

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社

債を発行(無償割当ての場合を含む。)する場合。

調整後の転換価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権(新株

予約権付社債に付されたものを含む。)その他の証券又は権利(以下

「取得請求権付株式等」という。)の全てが当初の条件で転換、交換又

は行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整

式を適用して算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込期日

(新株予約権が無償にて発行される場合は割当日)以降、又は無償割当

てのための基準日がある場合はその日(基準日を定めない場合には効力
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発生日)の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、転換、交換又

は行使に対して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式等

が発行された時点で確定していない場合、調整後の転換価額は、当該

対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式等の全てが当該対

価の確定時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付さ

れたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当

該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

(４)本項第(１)号乃至(３)号の各取引において、基準日が設定され、か

つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の

機関の承認を条件としているときには、調整後の転換価額は、当該承

認があった日の翌日以降これを適用するものとする。この場合におい

て、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予

約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により当社普

通株式を交付する。(１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行

わない。なお、株式の交付については後記(注)４の規定を準用する。)

株式数 ＝

(調整前転換価額－調

整後転換価額)
×

調整前転換価額により当該期

間内に交付された株式数

調整後転換価額

 

５. 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額と

の差額が１円未満に留まる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。た

だし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を調整

する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価

額からこの差額を差し引いた額を使用する。

６. (１)転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。

(２)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額が初めて適用さ

れる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格(以下「VWAP」

という。)の平均値(VWAPが算出されない日を除く。)とする。この場

合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を

四捨五入する。

(３)転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日が

ない場合は、調整後の転換価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日に

おける当社の発行済普通株式数から、当該日において当社の保有する

当社普通株式を控除した数とする。

７. 第４項の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、本社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の

調整を行う。

(１)株式の併合、合併、会社法第762条第１項に定められた新設分割、会社

法第757条に定められた吸収分割、株式交換又は株式移転のために転換

価額の調整を必要とするとき。

(２)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由

の発生により転換価額の調整を必要とするとき。

(３)当社普通株式の株主に対する他の種類の株式の無償割当てのために転

換価額の調整を必要とするとき。

(４)転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基

づく調整後の転換価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の

事由による影響を考慮する必要があるとき。
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８. 第３項乃至第７項により転換価額の調整を行うときには、当社は、あらか

じめ書面によりその旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換

価額及びその適用開始日その他必要な事項を当該適用開始日の前日までに

本社債権者に通知する。ただし、適用開始日の前日までに上記通知を行う

ことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額の総額

金219,912,000円

 
新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額

 
 
 
 
 
 
 
 
 

１. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使

に係る本社債の払込金額の総額を、上記「新株予約権の目的となる株式の

数」欄記載の株式の数で除した額とする。

２. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の

額は、会社計算規則第17条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数

を切り上げた金額とする。また、本新株予約権の行使により株式を発行す

る場合において増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から

増加する資本金の額を減じて得た額とする。

新株予約権の行使期間

 
 
 
 
 
 

平成29年５月29日から平成33年５月31日までとする。ただし、①当社の選択に

よる本新株予約権付社債の繰上償還の場合は、償還日の前営業日まで、②期限

の利益の喪失の場合には、期限の利益の喪失時まで、③本社債権者の選択によ

る本新株予約権付社債の繰上償還の場合は、償還日の前営業日までとする。た

だし、上記いずれの場合も、本新株予約権の行使時期は本新株予約権者の任意

とするが、平成33年６月１日以降に本新株予約権を行使することはできない。

新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所

 
 
 
 
 

１. 新株予約権の行使請求の受付場所

五洋食品産業株式会社　本社

福岡県糸島市多久819番地２

２. 新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３. 新株予約権の行使請求の払込取扱場所

該当事項はありません。

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の事由及び

取得の条件

取得の事由及び取得の条件は定めない。

 
新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権付社債の譲渡には当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項

 
 
 

１. 本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を

出資するものとする。

２. 本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額

面金額と同額とする。
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組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当社が、組織再編行為をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲

げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権(以下「承継新株予約権」という。)を新たに

発行するものとする。この場合、組織再編行為の効力発生日において、本新株

予約権は消滅し、本社債についての社債に係る債務は再編対象会社に承継さ

れ、本新株予約権の新株予約権者は、承継新株予約権の新株予約権者となるも

のとし、本要領の本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用す

る。ただし、吸収分割又は新設分割を行う場合は、以下の条件に沿って、その

効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して当該

本新株予約権に代えて再編対象会社の承継新株予約権を交付し、再編対象会社

が本社債についての社債に係る債務を承継する旨を、吸収分割契約又は新設分

割計画において定めた場合に限るものとする。

１. 交付する再編対象会社の承継新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前において残存する本社債の社債権者が保有

する本社債に係る本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。

２. 承継新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

３. 承継新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、第１項に準じて決定する。

４. 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はそ

の算定方法

交付される各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権に

係る各社債を出資するものとし、各承継新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額は、当該各社債の金額と同額とする。

行使価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、別記「新株予約権の行使

時の払込金額」欄第３項に準じて決定する。

５. 承継新株予約権を行使することができる期間

別記「新株予約権の行使期間」欄に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、別記「新株予約権の行使期間」欄に定める新株予約権を行使すること

ができる期間の満了日までとする。

６. 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

別記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額」欄に準じて決定する。

７. 譲渡による承継新株予約権の取得の制限

譲渡による承継新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の

決議による承認を要するものとする。

８. 承継新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満た

ない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

９. 承継新株予約権の一部行使はできないものとする。
 

(注) １．本社債に付された新株予約権の数

各本社債に付された新株予約権の数は１個とし、合計49個の新株予約権を発行する。

２．本転換社債型新株予約権の行使請求の方法

本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約付社債権者は、当社の定める行使請求書に、行使請求しよ

うとする本新株予約権に係る本新株予約権付社債を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した

上、別記「新株予約権の行使期間」欄に記載の行使期間中に、別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取

次場所及び払込取扱場所」欄に記載の行使請求受付場所に提出しなければならない。
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３．本転換社債型新株予約権の行使請求の効力発生時期

行使請求の効力は、行使請求に必要な書類の全部が別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び

払込取扱場所」欄に記載の行使請求受付場所に到着した日に発生する。

４．株式の交付方法

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに社債、株式等の振替に関する法律第130条第１項及

びその他の関係法令に定めるところに従い、当社普通株式を取り扱う振替機関に対し、当該新株予約権の行

使により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。

 

５ 【新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託】

該当事項はありません。

 

６ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

299,112,000円 1,382,272円 297,729,728円
 

(注) １．払込金額の総額は、本新株式の発行価額の総額(79,200,000円)と本新株予約権付社債の発行価額

(219,912,000円)を合算した金額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額は、転換社債型新株予約権付社債評価費用250千円、リーガルサービスフィー250千円、

登記費用367千円、有価証券届出書作成費用500千円、割当予定先調査費用等14千円を予定しております。

４．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、

払込金額の総額は減少します。

 

(2) 【手取金の使途】

 

使途 金額 支出予定時期 備考

①　固定資産への成長投資
資金(設備資金)として

200百万円 平成29年５月 駐車場用地の取得及び造成

②　運転資金として 97百万円 平成29年６月～平成29年11月 最繁忙期に向けた在庫投資

合計 297百万円 ― ―
 

①　固定資産への成長投資資金(設備資金)として

飲食店等向けの業務用フローズンスイーツの需要は年々拡大しており、この需要の拡大を背景に、平成27年５

月期における当社の売上高は1,639百万円(対前年同期比22.8％増)、平成28年５月期の売上高は1,870百万円(対前

年同期比14.1％増)となり増収基調で推移しておりますが、平成29年５月期の売上高も2,087百万円(対前年同期比

11.6％増)と、引続き増収を見込んでおります。

とりわけ、業務用用途として大手外食チェーンからの需要は旺盛であり、平成27年５月期の業務用チャネルに

おける売上高982百万円に対し、平成28年５月期は1,220百万円(対前年同期比24.2％増)となり、当社の売上高を

牽引しておりますが、今後も業務用フローズンスイーツの需要は拡大すると見込まれるなか、当該需要に対応し

た供給量を確保するべく、生産能力の底上げが喫緊の経営上の課題となっておりました。そのため、本社工場の

増築・改修工事及び生産ラインの増設に伴う設備投資を進めて参りました。

この点、本設備投資の効果を十分に享受するために必要十分な労働力を確保する必要があり、主として従業員

用の駐車場用地の取得及び造成に係る資金として200百万円を充当する予定です。当該駐車場用地を確保すること

で、現状よりも136台分の駐車スペースを追加でき、最大265台分の受入れが可能となります。また、これまで以

上に工場見学の受入れもできるようになり、当社の取組みや当社の主力製品であるフローズンスイーツについ

て、一般消費者の皆様により深く具体的に認知していただく広報機会の確保につながる施策であることから、成

長投資であると位置づけております。

②　運転資金として

当社の事業は売上の季節変動が非常に大きく、夏場にあたる第１四半期会計期間の平均売上高が107百万円であ

るのに対して、最需要期である12月の売上高は285百万円(平成28年12月実績)と、約2.7倍の差異が生じておりま

す。この最需要期での安定供給を実現するためには、夏場より増産を始めて十分な製品在庫を確保しておく必要

があります。この点、売上拡大に伴い増加する製品供給量を満足するため、在庫として確保しておくべき製品数
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量も増加しておりますが、機動的かつ安定的に会社経営を行う上でためには、当該製品在庫を確保するための安

定的かつ十分な手元運転資金を確保しておくことが重要であると考えており、今回調達した資金のうち97百万円

をこの生産のための運転資金として充当し、概ね平成29年６月より平成29年11月にかけて支出する予定です。な

お、この運転資金への充当は、毎年６月頃より11月頃まで経常的に発生する見込みです。

 
以上のとおり、当社は堅調な受注の増加、特に業務用フローズンスイーツの需要が拡大すると見込まれるなか、当

該需要に対応した供給量を確保するべく、生産能力の底上げが喫緊の経営上の課題となっておりますが、本社工場の

増築・改修工事及び生産ラインの増設に伴う設備投資効果を十分に享受するためには十分な労働力を必要としてお

り、これを確保するためには従業員用の駐車場用地が必要であること、また機動的かつ安定的に会社経営を行う上

で、製品在庫を確保するための十分な手元運転資金を確保しておく必要があると判断しております。これら成長投資

の実施と運転資金の確保は、将来の企業価値向上に資するものと考えており、資金使途には合理性があるものと判断

しております。

なお、本新株予約権付社債は行使価額と目的株式数が固定されたものであり、実質的に新株予約権の権利行使がな

されるのは、当社の株価が行使価額を上回る場合に限られ、償還期限までに権利行使がなされなければ返済による資

金流出が生じてしまいますが、当該成長投資により企業価値を向上させることで当該権利行使を促すことは可能であ

ると見込んでおり、最終的には自己資本の増加による財務改善にもつながると見込んでおります。
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第２ 【売出要項】

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

ａ．割当予定先の概要

 

名称 NCB九州活性化投資事業有限責任組合

所在地 福岡県福岡市博多区下川端町２番１号

出資額の総額 5,001百万円

組成目的
地域経済の活性化に資する地場企業を対象に、事業基盤の改善・強化から成

長・拡大及び事業承継までを一貫して支援すること

主たる出資者及び出資比率

出資者 出資比率

NCBキャピタル株式会社

福岡県福岡市博多区下川端町２番１号
―

株式会社西日本シティ銀行

福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号
―

株式会社日本政策投資銀行

東京都千代田区大手町一丁目９番６号
―

株式会社地域経済活性化支援機構

東京都千代田区大手町一丁目６番１号
―

業務執行組合員等に関する事項

名称 NCBキャピタル株式会社

本店の所在地 福岡県福岡市博多区下川端町２番１号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　光富　彰

資本金 10百万円

事業の内容 投資事業組合財産の運用及び管理等

主たる出資者及びその出資

比率

株式会社西日本シティ銀行

株式会社地域経済活性化支援機構

株式会社日本政策投資銀行

株式会社ドーガン
 

(注) １．NCB九州活性化投資事業有限責任組合の存続期間は平成33年12月31日までとなります。

２．割当予定先である、NCB九州活性化投資事業有限責任組合の主たる出資者の出資比率については、割当予定

先からの要望により開示を受けていないため記載しておりません。

３．割当予定先の業務執行組合員等であるNCBキャピタル株式会社について、主たる出資者の出資比率について

は、割当予定先からの要望により開示を受けていないため記載しておりません。
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ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

 

提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術または取引関係 該当事項はありません。

提出者と業務執行組合員等との間の
関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術または取引関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係は、平成29年５月12日現在におけるものであります。

 
ｃ．割当予定先の選定理由

既述のとおり、当社は固定資産への成長投資資金及び運転資金として、約300百万円の資金調達する必要があると

ころ、現在の経済情勢、資本市場の状況、当社を取り巻く経営環境、当社の財政状態及び経営成績、当社の株価状

況等を勘案して、銀行借入を含む様々な資金調達方法を検討して参りました。検討にあたり、事業を安定かつ継続

的に運営するために必要となるキャッシュ・フローの安定性、自己資本を増強し財務基盤を改善する財務状況の健

全性、将来の金融コスト削減に向けた収益性、そして当社の資本政策を総合的に検討し、長期かつ安定的な投資資

金を調達するべく、資本性のある資金調達を実施することが必要かつ適切であると判断いたしました。

また、調達手法に関しまして、キャッシュ・フローの安定化、財務基盤の健全化、金融コストの抑制を図りつつ

も、必要な資金を確実に調達し、一方で、既存株主の株式価値の急激な希薄化を回避できる方法を模索してまいり

ましたが、最終的には本新株式と本新株予約権付社債の、両方を組み合わせる資金調達方法が合理的であると判断

いたしました。この方法によると、銀行借入とは異なり自己資本が増強され財務基盤が改善すること、新株予約権

での資金調達とは異なり一時に所要金額の払込を受けることができ資金調達が完了すること、また資本コストを抑

えて発行価格の下落を抑制し大規模な希薄化の抑止につながること、長期性の資金であるためキャッシュ・フロー

が改善し安定的な事業運営が可能となること、これらの点において優れているものと判断しております。

そのうえで、多岐にわたる支援先を検討して参りましたところ、この度、NCB九州活性化投資事業有限責任組合に

対して本新株式と本新株予約権付社債を第三者割当し、当該投資事業有限責任組合から金銭による払込を受入れ、

ご支援をいただくことに決定いたしました。

NCB九州活性化投資事業有限責任組合について

NCB九州活性化投資事業有限責任組合(以下、本項において「同投資事業有限責任組合」という。)は当社の取引

銀行である、株式会社西日本シティ銀行(以下、「西日本シティ銀行」という。)が参画しているファンドです。

西日本シティ銀行が、株式会社地域経済活性化支援機構(以下、「REVIC」という。)、株式会社日本政策投資銀行

(以下、「DBJ」という。)及び株式会社ドーガンと共同で、同投資事業有限責任組合の運営を担うNCBキャピタル

株式会社(以下、「NCBキャピタル」という。)を設立し、そのNCBキャピタルが無限責任組合員、西日本シティ銀

行、REVIC及びDBJが有限責任組合員となり、平成27年１月31日に設立されました。同投資事業有限責任組合は地

域経済の活性化に資する地場企業を対象に、多様な投資手法を組み合わせ、段階的・複合的に資金を供給するこ

とで、より一層の成長支援を行うことを目的としており、これまでにも他の企業への投資実績がございます。

当社は、同投資事業有限責任組合の有限責任組合員である西日本シティ銀行とは従前より銀行借入を含めた取

引があり、財務面でのご支援をいただいていたことから、西日本シティ銀行を通じて同投資事業有限責任組合の

ご紹介をいただきました。

そして、NCBキャピタルとの面談及び交渉のなかで、当社の事業及び経営方針を良くご理解いただいたこと、当

社の企業価値向上に向けた取組みにご賛同いただいたこと、当社の企業価値向上に資する施策を支援していただ

けること及び実際に地場企業への投資実績を有することなど、これらの要素を斟酌して総合的に判断し、同投資

事業有限責任組合に当社のご支援をお願いするに至りました。

以上が今回の決定の背景でございます。
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ｄ．割当てようとする株式の数

①　本新株式

同投資事業有限責任組合に割り当てる本新株式(当社普通株式)の総数は90,000株であります。

②　本新株予約権付社債

同投資事業有限責任組合に割り当てる本新株予約権付社債に付された本転換社債型新株予約権の目的である株

式の総数は249,900株であり、発行価額の総額は219,912,000円であります。

 
ｅ．株券等の保有方針

本新株式と本新株予約権付社債の割当予定先である同投資事業有限責任組合とは、保有方針に関して特段の取り

決めはありませんが、当社の企業価値向上に資する施策を支援していく中で、当社の事業展開に資する事業提携先

等へ売却する可能性もあると口頭で確認しております。

もっとも、割当予定先からの株式の売却により、市場における短期的な需給バランスから株価の下落リスクが高

まることも考えられますが、一方で、調達した資金を更なる事業拡大に向けた成長投資に充てることにより企業価

値が向上し、株価上昇の推進力となるとも考えられることから、中長期的観点からは、株主利益の向上につながる

ものと判断しております。

なお、当社と割当予定先との割当新株式について、継続保有及び預託に関する取り決めはありませんが、払込期

日から２年間において当該株式の全部または一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲

渡株式数等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告するこ

と並びに、当該報告内容が公衆の縦覧に供されること、以上の内容について確約書を締結する予定であり、割当予

定先よりその内諾を得ています。

 
ｆ．払込みに要する資金等の状況

本新株式と本新株予約権付社債の割当予定先である同投資事業有限責任組合は平成27年１月31日に設立されてお

り、商業登記簿謄本によりその実在性を確認しております。同投資事業有限責任組合の無限責任組合員はNCBキャピ

タル株式会社であり、株主として権利行使を行います。また、平成29年４月28日に同投資事業有限責任組合から提

示を受けた預金通帳の写しを確認することにより、本新株式と本新株予約権付社債の引受に十分な原資があること

を確認しております。加えて、同投資事業有限責任組合に対して、当該出資により資金繰りに問題が生じることは

ないと、口頭で確認をしております。なお、同投資事業有限責任組合の払込資金は、契約に基づく各有限責任組合

員からの出資等による自己資金であることを、口頭で確認をしております。

 
ｇ．割当予定先の実態

当社は、割当予定先、割当予定先の主な出資者及び当該主な出資者の代表者等につきましては、以下の要件によ

り、暴力団等の反社会的勢力とは一切関係ないことを確認しております。

①　割当予定先である同投資事業有限責任組合より、平成29年４月28日付で、同投資事業有限責任組合、同投資事

業有限責任組合の無限責任組合員及び、同投資事業有限責任組合の有限責任組合員が暴力団等の反社会的勢力と

は一切関係ないことを誓約する書面を入手しております。

②　割当予定先である同投資事業有限責任組合について、第三者の信用調査機関である株式会社エス・ピー・ネッ

トワーク(東京都杉並区上荻一丁目２番１号インテグラルタワー　代表取締役　渡部洋介)に同投資事業有限責任

組合、同投資事業有限責任組合の無限責任組合員及び、同投資事業有限責任組合の有限責任組合員に対する調査

を依頼した結果、これらの者について反社会的勢力との関わりを示す情報などは掌握されていないため、反社会

的勢力と関わりのあるものではないと判断される旨の報告書を平成29年４月12日付で受領いたしました。

③　インターネット検索サイトにおいて同投資事業有限責任組合、同投資事業有限責任組合の無限責任組合員及

び、同投資事業有限責任組合の有限責任組合員についてキーワード検索を行うことにより収集した情報の中か

ら、反社会的勢力等を連想させる情報及びキーワードを絞込み、複合的に検索する手法で反社会的勢力と関わり

を調査した結果、反社会的勢力と関わりを疑わせるものは検出されませんでした。

 
以上により、当社は、同投資事業有限責任組合、同投資事業有限責任組合の無限責任組合員及び、同投資事業有

限責任組合の有限責任組合員が反社会的勢力等には該当せず、関係がないと判断いたしました。なお、当社は、割

当予定先が反社会的勢力との関係がないことを示す確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。
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２ 【株券等の譲渡制限】

割当予定先であるNCB九州活性化投資事業有限責任組合が、本新株予約権付社債を第三者に譲渡する場合には、当社

取締役会の決議による当社の承認を要する旨の制限が付されております。ただし、割当予定先が、本新株予約権付社

債に付された新株予約権の行使により交付された当社普通株式を第三者に譲渡することを妨げません。また、本新株

式発行による株式については、譲渡制限は設けておりません。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその合理性に関する考え方

①　本新株式

本新株式に係る第三者割当増資の発行価格は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前の取引が成立し

た営業日である平成29年４月28日の、TOKYO PRO Marketにおける当社株式の終値925円(以下「終値」という。)か

ら4.9％をディスカウントした880円といたしました。かかる発行価格につきましては、日本証券業協会の「第三

者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠しております。

また、終値925円から4.9％をディスカウントすることは、NCB九州活性化投資事業有限責任組合からの要請に基

づき協議を重ねた結果ですが、当社の事業について一定の理解はいただいているものの、株式の流動性が乏しい

ため、売却時の株価下落リスクが内在すること、4.9％のディスカウントの要求は日本証券業協会の「第三者割当

増資の取扱いに関する指針」にも準拠したものであり、社会通念的に一般的な水準であると考えられること、今

回調達した資金をもって成長投資を行うことが中長期的には株主価値向上に資すると考えられるため、一定の

ディスカウントを行ったとしても、それ以上の株主価値の向上につながると考えられること、以上の理由から当

該意思決定を下しました。

なお、当該発行価格(880円)は、本新株式の取締役会決議日の直前営業日(以下「直前営業日」)である平成29年

５月11日の終値925円に対しては4.9％のディスカウント、直前営業日から１ヶ月間遡った期間の終値の単純平均

値925円に対しては4.9％のディスカウント、直前営業日から３ヶ月間遡った期間の終値の単純平均値925円に対し

ては4.9％のディスカウント、直前営業日から６ヶ月間遡った期間の終値の単純平均値925円に対しては4.9％の

ディスカウントを行った金額となります。

最後に、このように算定した発行価格については、会社法第199条第３項に規定されている特に有利な金額には

該当しないと判断しております。また当該判断を行う過程で、当社監査役３名全員(うち２名は社外監査役であり

ます)から、今回の発行株式数、発行価格について、上記算定根拠を含め割当予定先に特に有利ではなく適法であ

る旨の意見を得ております。

②　本新株予約権付社債

当社は、本新株予約権付社債の発行要領及び本新株予約権付社債の引受契約に定められた諸条件を考慮した本

新株予約権付社債の価格の評価を第三者算定機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社(東京都千

代田区永田町一丁目11番28号　代表取締役　能勢元)に依頼しました。当該機関は、一般的な価格算定モデルであ

るモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社株価(925円)、行使価額(880円)、配当率(０％)、権利行

使期間(４年間)、無リスク利子率(-0.140％)、株価変動性(24.82％)等について一定の前提を置いて評価を実施し

ました。上記評価結果(額面100円あたり94.52円)を基に割当予定先であるNCB九州活性化投資事業有限責任組合と

交渉した結果、本新株予約権付社債の１個当たりの払込金額を4,488,000円(額面100円につき金100円)といたしま

した。また、本新株予約権付社債の行使価額を、本新株予約権付社債の取締役会決議日の直前の取引が成立した

営業日である平成29年４月28日の、終値925円から4.9％をディスカウントした880円といたしました。

なお、本新株予約権付社債の行使価額の、本新株予約権付社債の取締役会決議日の直前営業日(以下「直前営業

日」)である平成29年５月11日の終値925円に対する乖離率は4.9％、当該直前営業日から１ヶ月間遡った期間の終

値の単純平均値925円に対する乖離率は4.9％、当該直前営業日から３ヶ月間遡った期間の終値の単純平均値925円

に対する乖離率は4.9％、当該直前営業日から６ヶ月間遡った期間の終値の単純平均値925円に対する乖離率は

4.9％となっております。

その上で、当社は、本新株予約権付社債の実質的な対価(額面100円当たり金100円)と東京フィナンシャル・ア

ドバイザーズ株式会社の算定した公正価値(額面100円あたり94.52円)を比較した上で、実質的な対価が公正価値

を下回る水準ではなく、本新株予約権付社債の発行が会社法第238条第３項に規定されている特に有利な条件に該

当しないと判断いたしました。

また当該判断を行う過程で、当社監査役３名全員(うち２名は社外監査役であります)から、第三者評価機関の

選定が妥当であること、当社と独立した当該第三者評価機関が、本新株予約権付社債の発行価額について実務上
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一般的な手法によって算定し、その算定方法についても特に不合理と思われる点が見当たらないことから、本新

株予約権付社債の発行価額が特に有利な条件に該当するものではなく適法である旨の意見を得ております。

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

当社の現在の発行済株式総数は1,717,172株(総議決権数17,148個)でありますが、本新株式の発行株式数は90,000

株(議決権数900個)、現在の発行済株式総数の5.2％(議決権数における割合は5.2％)の割合で希薄化が生じます。ま

た、本新株予約権付社債に付された新株予約権の行使により新たに発行される予定の株式数は最大で249,900株(議

決権数2,499個)であり、現在の発行済株式総数の14.6％(議決権数における割合は14.6％)となり、本新株式の発行

とあわせて最大で19.8％の割合で希薄化が生じます。しかし、長期かつ安定的な投資資金を調達して成長投資を行

い、更なる事業拡大に向けて邁進することが、中長期的観点からは当社の企業価値及び株式価値の向上に資すると

考えられるため、当該発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。

 
４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

総議決権数に
対する所有
議決権数の

割合

割当後の
所有株式数

(株)

割当後の
総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

イノベーション・エンジ
ン食品革新投資事業有限
責任組合

東京都港区芝２丁目３番12
号　芝アビタシオンビル３Ｆ

657,900 38.37％ 657,900 32.02％

NCB九州活性化投資事業
有限責任組合

福岡県福岡市博多区下川端町
２番１号

― ― 339,900 16.54％

舛田　圭良 福岡県糸島市 303,182 17.68％ 303,182 14.75％

ＦＰ成長支援Ａ号投資事
業有限責任組合

千代田区丸の内２丁目２－
１　岸本ビルヂング２階

150,000 8.75％ 150,000 7.30％

ＦＰステップアップ支援
投資事業有限責任組合

千代田区丸の内２丁目２－
１　岸本ビルヂング２階

143,032 8.34％ 143,032 6.96％

エイチシー５号投資事業
組合

広島市中区銀山町３－１ 44,000 2.57％ 44,000 2.14％

舛田　タズ子 福岡県糟屋郡粕屋町 27,500 1.60％ 27,500 1.34％

上木戸　一仁 東京都港区 24,951 1.45％ 24,951 1.21％

藤永　晋也 東京都渋谷区 22,151 1.29％ 22,151 1.08％

佐銀ベンチャーキャピタ
ル投資事業有限責任組合
第二号

佐賀県佐賀市唐人２丁目７－
20

21,600 1.26％ 21,600 1.05％

計 ― 1,394,316 81.30％ 1,734,216 84.39％
 

(注) １．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成28年11月30日現在の株主

名簿上の「所有株式数」に係る議決権の数を、総議決権数(17,148個)で除して算出しております。

２．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

表示単位未満を四捨五入しております。

３．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、「割当後の所有株式数」に係る議決権の数を、

「総議決権数に対する所有議決権数の割合」の算出に用いた総議決権数に本新株式及び本転換社債型新株予

約権の目的である株式に係る議決権の数を加えた数(20,547個)で除して算出しております。

４．本新株予約権付社債は、行使されるまでは潜在株として割当予定先であるNCB九州活性化投資事業有限責任

組合にて保有されます。今後割当予定先であるNCB九州活性化投資事業有限責任組合による行使状況及び行

使後の株式保有状況に応じて、大株主の状況が変動いたします。

５．割当予定先であるNCB九州活性化投資事業有限責任組合の「割当後の所有株式数」は、割当予定先であるNCB

九州活性化投資事業有限責任組合が、本転換社債型新株予約権の行使により取得する当社株式を全て保有し

た場合の数となります。

 

６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。
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７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。
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第４ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１ 【公開買付けの概要】

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約】

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

１　事業等のリスクについて

「第四部組込情報」に記載した有価証券報告書(第41期)及び四半期報告書(第42期第３四半期)(以下「有価証券報

告書等」という。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本有価証券届出

書提出日(平成29年５月12日)までの間において生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は平成29年５月12日まで

の間において現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

２　臨時報告書の提出

後記「第四部組込情報」に記載の有価証券報告書(第41期)の提出日以後、本有価証券届出書提出日(平成29年５月

12日)までの間において、以下の臨時報告書を福岡財務支局長に提出しております。

その報告内容は以下のとおりです。

(平成29年５月12日提出の臨時報告書)

 
１　提出理由

当社は、平成29年５月12日開催の取締役会の決議において、会社法第236条、第238条及び第240条に基づき、当社

取締役及び従業員に対して発行する新株予約権の募集事項を決定し、当該新株予約権を引き受ける者の募集をする

ことにつき決議いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第２号の２の規定に基づき提出するものであります。

 
２　報告内容

１．銘柄　五洋食品産業株式会社　第２回新株予約権

２．新株予約権の内容

(１)発行数

2,000個(新株予約権１個につき100株)

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式200,000株と

し、下記２．(４)により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権

の数を乗じた数とする。また、上記の数は割当予定数であり、引受けの申し込みがなされなかった場合等、割当て

る新株予約権の数が減少したときは、割当てる新株予約権の総数をもって、発行する新株予約権とする。

 
(２)発行価格

本新株予約権１個あたりの発行価額は、1,292円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である東京フィナン

シャル・アドバイザーズ株式会社(東京都千代田区永田町一丁目11番28号　代表取締役　能勢元)が、当社の株価

(925円)、行使価額(880円)、ボラティリティ(22.40％)、行使期間(２年)、リスクフリーレート(-0.091％)等の要素

を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した金額と

同額としたものである。なお、算定の基礎となる条件は、本新株予約権の内容を踏まえ、①行使期間最終日(平成35

年12月31日)に時価が行使価額以上である場合には残存する本新株予約権の全てを行使するものと仮定し、②行使期

間中においては新株予約権を行使した場合の行使価値と、継続して保有した場合の継続価値を比較し、継続価値よ

りも行使価値が高いと判断された時に新株予約権者が新株予約権を行使することを仮定する。また、③新株予約権

の業績達成条件として、当社の直近５期の経常利益成長率とボラティリティから、平成31年５月期から平成33年５

月期までの経常利益が２億円を超過するかどうかを推定し、業績達成条件が達成されない場合、又は、新株予約権

の権利行使期間を満了するまでの間に当社の営業利益が２期連続で営業損失となった場合においては新株予約権の

価値を０と仮定し、④株価水準においても同様に当社株式が行使期間最終日(平成35年12月31日)までに一度でも463

円を下回った場合には新株予約権の価値を０と仮定する。また、⑤取得条項については、当社の直近５期の経常利

益成長率とボラティリティから、発生確率を推定し、業績達成条件が達成されない場合においては当社による買取

請求が実施されるものとし、評価を実施している。

 
(３)発行価額の総額

2,584,000円

 
(４)新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
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本新株予約権１個あたりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。)

または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後対象株式数 ＝ 調整前対象株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使に基づく新株の

発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除く。)、当社が合併、会社分割、株式交換

または株式移転を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他対象株式数を調整することが適切な場合は、当社

は合理的な範囲内で対象株式数の調整を行うことができるものとする。

 
(５)新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額(以下、「行使価額」という。)

に、付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は、金880円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割又は株式併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処

分を行う場合(新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場

合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うこ

とができるものとする。

 
(６)新株予約権の行使期間

本新株予約権を行使することができる期間(以下、「行使期間」という。)は、平成34年１月１日から平成35年12

月31日までとする。

 
(７)新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、当社の平成31年５月期から平成33年５

月期までのいずれかの期の有価証券報告書における損益計算書(連結財務諸表を作成している場合は、連結損益

計算書)に記載される経常利益の額が、２億円を超過した場合にのみ、権利を行使することができる。なお国際

財務報告基準の適用等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する

指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるものとする。

②　新株予約権者は新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社(財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則第８条の定義に基づくものとし、当社子会社等、当社と資本関係にある会社をいう。以下

同様とする。)の取締役、監査役または従業員であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職、会

社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する退職、および転籍、その他正当な理由があると取締役会が

認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権者が死亡した場合は、当該新株予約権者の法定相続人に限り相続を認めるものとする。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる場

合、その他法令に違反する場合は、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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⑥　割当日から本新株予約権の権利行使期間を満了するまでの間に、金融商品取引所における当社普通株式の普通

取引終値が一度でも463円を下回った場合、本新株予約権を行使することはできないものとする。

⑦　割当日から本新株予約権の権利行使期間を満了するまでの間(平成30年５月期から平成35年５月期まで)に、当

社の有価証券報告書における損益計算書(連結財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書)に記載される

営業利益が２期連続で営業損失となった場合、本新株予約権を行使することはできないものとする。なお国際

財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する

指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるものとする。

 
(８)新株予約権の行使により株式を発行する場合の当該株式の発行価格のうちの資本組入額

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 
(９)新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 
(10)本新株予約権の取得事由

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、また

は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認(株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議)がなされた場合において、当社取締役会が本新株予約権を取得する日を定めたとき

は、当該日の到来をもって、当社は本新株予約権１個あたり1,292円で取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に上記２.(７)に定める本新株予約権の行使条件を満たさなくなった場合は、

消滅していない本新株予約権に限り、当社の取締役会の決議(当該新株予約権者である取締役は、当該決議に加

わらないものとする。)による承認に基づき、当社は本新株予約権を１個あたり1,292円で取得することができ

る。

なお、当該新株予約権の行使の条件については、中長期的な当社の企業価値の増大を達成できた場合に限り権利

行使できることを前提としたものでありますが、本新株予約権が当社取締役及び従業員に対するインセンティブ的

要素を強調することが取締役及び従業員の士気向上につながり、ひいては企業価値向上につながると考えられるこ

とから、本項に定める事項が発生した場合に当社が取得する本新株予約権について、一定の条件の下で、本新株予

約権と引換に払い込まれた金銭を払い戻せることとしております。

 
(11)組織再編時の取扱に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」

という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま

たは株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記２．(４)に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記

２．(５)で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(11)③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間
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上記２．(６)に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記２．(６)

に定める行使期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記２．(８)に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧　その他新株予約権の行使の条件

上記２．(７)に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由及び条件

上記２．(10)に準じて決定する。

⑩　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
(12)本新株予約権の割当日

　平成29年５月31日

 
３.新株予約権の取得の申込みの勧誘の相手方の人数及びその内訳

当社取締役及び従業員　12名　2,000個(200,000株)

　

４．勧誘の相手方が提出会社に関係する会社として企業内容等の開示に関する内閣府令第２条第２項に規定する会社

の取締役、会計参与、執行役、監査役又は使用人である場合には、当該会社と提出会社との間の関係

該当事項はありません。

 
５．勧誘の相手方と提出会社との間の取決めの内容

取決めの内容は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約において定めるものとする。

 
第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書 事業年度(第41期)
自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日

平成28年８月29日
福岡財務支局長に提出

四半期報告書 事業年度(第42期第３四半期)
自　平成28年６月１日
至　平成29年２月28日

平成29年４月14日
福岡財務支局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)Ａ４－

１に基づき本届出書の添付書類としております。
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第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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第六部 【特別情報】

 
第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成28年８月29日

五洋食品産業株式会社

取締役会　御中

 

如水監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 廣島 武文   ㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 児玉 邦康   ㊞

 

　

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる五洋食品産業株式会社の平成27年６月１日から平成28年５月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、　五洋

食品産業株式会社の平成28年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年４月10日

五洋食品産業株式会社

取締役会 御中

如水監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   廣島 武文     印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   児玉 邦康     印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている五洋食品産業株

式会社の平成28年６月１日から平成29年５月31日までの第42期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年12月１日から

平成29年２月28日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年６月１日から平成29年２月28日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、五洋食品産業株式会社の平成29年２月28日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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